






【要約】昨年度行なった、「地域連携方式」によるクレチン症マス・スクリーニング全国

追跡謂査の方法に関するアンケート調査の結果、調査票項目の簡略化、個人情報欄の改変、

各自治体調査成績の利用、などを行なえばさらに 25%の自治体でも、この方式が可能とな

ることがわかった。本年度は、その点を考慮した調査票の改訂を行なった。この改訂調査

票を用いることで、約 50%の自治体で地域連携方式が可能となり、全国調査作業の軽減に

寄与すると思われる。しかし、約 40%の内部での追跡調査も実施されていない自治体に対

しては、追跡調査の必要性を国から指導すること、また中央追跡機関の認定、規約、組織

作りも必要であろう。


